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熱中症対策に関する企業の実態アンケート 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります 。著作 権法 の範 囲内 でご 利用い ただ き、

私 的 利 用 を 超 え た 複 製 お よ び 転 載 を 固 く 禁 じ ま

す。  

熱中症対策に関する企業の実態アンケート 
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「熱中症対策の義務化」を認知している企業の割合は 55.2％となった。なかでも、『建設』は約

8 割と、全体を大幅に上回っている。何らかの熱中症対策を行っている、または検討している企

業は 95.5％となった。対策を行っている企業のうち、「クールビズの実践」が 70.5％でトップ、

「扇風機やサーキュレーターの活用」が 6 割台で続いた。なお、「熱中症警戒アラート」という言葉

を認知している企業の割合は 79.9％、「WBGT（暑さ指数）」は 54.8％だった。 

 

株式会社帝国データバンクは、全国 1,568 社を対象に、熱中症に関する認知や対策についてアンケート調査を実施した。  

※調査期間：2025 年 5 月 9 日～5 月 15 日（インターネット調査）  

有効回答企業：1,568 社   

  

  

SUMMARY 

2025/05/21  

9 割超が対策を実施、クールビズやサーキュレーター 

の活用など「予防策」が目立つ  

 

熱中症対策の義務化、 
企業の 55.2％が認知 
建設業で認知度高く 石井 ヤニサ、 伊藤 由紀、池田 直紀 
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熱中症対策に関する企業の実態アンケート 

企業の半数超が「熱中症対策の義務化」を認知、 

特に『建設』で認知度高く 

 

2025 年 6 月 1 日より、労働安全衛生規則改正で事業者に対して熱中症対策が義務付けられる1な

ど、企業における熱中症対策の強化が求められている。 

そこで、「熱中症対策の義務化」について尋ねたところ、「詳しく知っている」と回答した企業は 15.6％、

「なんとなく知っている」は 39.5％だった。合計すると、今回の義務化を『認知している』企業は 55.2％

となった。他方で、「聞いたことがある」は 18.6％、「知らない」は 26.3％だった。 

『認知している』企業の割合を業界別にみると、作業環境上、義務化の対象となることが多い『建設』は

79.3％と全体（55.2％）を 20 ポイント以上上回る結果となった。 

熱中症対策の義務化に関する認知度   

 

なお、熱中症に関連する言葉の認知について尋ねたところ、「熱中症警戒アラート2」という言葉を「詳し

く知っている」企業は 21.4％、「なんとなく知っている」は 58.5％だった。合計すると、『認知している』

企業は 79.9％と、約 8 割にのぼった。他方で、「聞いたことがある」は 14.6％、「知らない」は 5.5％だ

った。 

また、「WBGT（暑さ指数）3」という言葉を『認知している』企業は 54.8％となった一方で、「聞いたこ

とがある」は 24.2％、「知らない」は 20.9％であり、「熱中症警戒アラート」の発表基準にもなっている

「WBGT」の認知度が比較的低い結果となった。 

 
1  熱中症の重篤化を防止するため、「WBGT28 度以上または気温 31 度以上の環境下で、連続 1 時間以上または 1 日 4 時間を超えて実施」が見

込まれる作業を対象に、体制整備・手順作成・関係者への周知が、事業者に義務付けられる  

出所：厚生労働省「職場における熱中症対策の強化について」（2025 年 5 月アクセス）

https://www.mhlw.go.jp/content/001476821.pdf  
2

 「熱中症警戒アラート」は熱中症の危険性に対する「気づき」を促すものとして、府県予報区等内において、いずれかの暑さ指数情報提供地点にお

ける、翌日・当日の日最高暑さ指数（WBGT）が 33（予測値）に達する場合に発表される情報  
3  

「WBGT（暑さ指数）」は人間の熱バランスに影響の大きい「気温」「湿度」「輻射熱」を取り入れた温度の指標  

詳しく

知っている

15.6%

なんとなく
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39.5%

聞いたことがある

18.6%

知らない

26.3%

熱中症対策

義務化

『認知している』

55.2%

注1：母数は、有効回答企業1,568社

注2：小数点以下第2位を四捨五入しているため、内訳とは必ずしも一致しない

主な業界別

建設 79.3％

製造 57.1％

運輸・倉庫 52.1％

サービス 51.3％

卸売 50.2％

不動産 42.4％

小売 38.9％
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熱中症対策に関する企業の実態アンケート 

熱中症に関する言葉の認知度   

企業の 95.5％が熱中症対策を実施、 

クールビズなど「予防対策」が目立つ 

 

熱中症対策について尋ねたところ、何らかの対策を行っている、または検討している企業は 95.5％と

9 割を超えた。 

対策を行っている企業のうち、「クールビズの実践（制服や作業服の変更などを含む）」が 70.5％でト

ップとなった（複数回答、以下同）。次いで「扇風機やサーキュレーターの活用」（60.7％）が 6 割台、「水

分・塩分補給品の支給」（55.7％）が 5 割超となった。「ファン付きウェアやサングラスの活用」（36.9％）

および「空調設定の見直し」（30.4％）が 3 割台で続き、クールビズや設備・備品の充実、暑さ対策グッ

ズの支給による「熱中症予防」に関連する対策が上位に並ぶ結果となった。 

一方で、「臨時休暇の設定」（2.9％）や「営業（就業）時間の短縮」（3.9%）、「リモートワークの強化」

（6.3%）など、稼働時間・柔軟な働き方に関する対策は低水準にとどまった。 

また、6 月 1 日からの義務化の措置に該当する対策をみると、「熱中症予防・重篤化防止の学習と周

知」は 23.1%で 2 割台となり、「熱中症に関する報告体制の構築」（15.2％）および「搬送先など緊急連

絡先の周知」（13.0％）は 1 割台、「職場巡視やバディ制、ウェアラブル機器などによる熱中症の把握」

（4.8%）は 1 ケタ台にとどまった。「熱中症の把握・対処」に関連する対策の実施割合が低い傾向となっ

ている。なかでも、『建設』では「熱中症予防・重篤化防止の学習と周知」が 49.3％（全体比＋26.2 ポイ

ント）、「熱中症に関する報告体制の構築」が 32.6％（同＋17.4 ポイント）となるなど、全体より高くなっ

ているものの、グッズの支給など他の対策と比べると取り組み状況は十分とは言えない。企業には自社

における作業環境を確認し、従業員の熱中症リスクがある場合はこれらの対応を進めることが求められ

る。 

「熱中症警戒アラート」の認知度  「WBGT（暑さ指数）」の認知度 

注1：母数は、有効回答企業1,568社
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熱中症対策に関する企業の実態アンケート 

企業の熱中症対策  

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

 

本調査の結果、6 月 1 日から施行される「熱中症対策の義務化」を認知している企業は 5 割を上回った。

なかでも作業環境上、義務化の対象となることが多い『建設』は約 8 割と、全体を大幅に上回る結果となっ

た。なお、「熱中症警戒アラート」という言葉を認知している企業は 8 割、「WBGT（暑さ指数）」は 5 割超だ

った。 

また、何らかの熱中症対策を実施・検討している企業は 9 割超にのぼった。具体的な対策においてはク

ールビズの実践や設備・備品の充実、暑さ対策グッズの支給による熱中症予防対策が上位に並ぶ結果とな

った。一方で、「熱中症に関する報告体制の構築」など、対象企業に義務付けられた「熱中症の把握・対処」

関連対策の実施割合は低い傾向となっている。 

今回の調査では、「従前より熱中症対策について就業環境整備に一定の配慮をしてきたが、年々猛暑が

厳しさを増すなか、現行の対策で十分か再考の余地がある」（機械製造）といったコメントにあるように、近

年の気温の上昇を受け、今後の熱中症対策の強化を課題に考える企業は少なくない。また、「エアコンの新

規導入を考えているが、設備投資額が大きいため、補助金を活用できないか情報収集している」（メンテナ

ンス・警備・検査）など、対策を強化したいものの、費用面がネックになっている様子もうかがえた。  

2025 年の夏の気温も平年より高いことが見込まれており、熱中症のリスクが高まっている。企業には補助

金など公的支援を活用しながら、自社に合った熱中症対策を強化することが求められよう。 

 

熱中症対策の実施状況  熱中症対策内容（複数回答）  

対策を行っている

95.5%

対策を行っていない

4.5%

注：母数は、有効回答企業1,567社

70.5%

60.7%

55.7%

36.9%

30.4%

27.2%

23.1%

15.2%

13.0%

12.2%

10.5%

9.8%

6.3%

4.8%

3.9%

2.9%

1.4%

クールビズの実践

扇風機やサーキュレーターの活用

水分・塩分補給品の支給

ファン付きウェアやサングラスの活用

空調設定の見直し

空調設備の増設

熱中症予防・重篤化防止の学習と周知

熱中症に関する報告体制の構築

搬送先など緊急連絡先の周知

休憩時間の追加延長

遮熱シートや塗装の使用

時差出勤やフレックスタイム制の導入

リモートワークの強化

職場巡視やバディ制、ウェアラブル機器などによる熱中症の把握

営業（就業）時間の短縮

臨時休暇の設定

その他

注：母数は、「対策を行っている」企業1,497社
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熱中症対策に関する企業の実態アンケート 

＜参考＞企業からの声  

企業からの声  業種 51 分類  

現場作業員へウェアラブル機器を配布するほか、真夏日手当の支給で熱中症対策に充ててもらって

いる  
建設（左官工事）  

現場設置の自動販売機を外気温 25 度以上の場合、1 日に 2 回に分けて無償配布している  建設（大工工事）  

現場では元請けに時差出勤や休憩時間の延長をお願いしている   建設（鉄筋工事）  

6 月から 9 月まで熱中症対策手当を支給する  建設（一般電気工事）  

デスクワーク中心だが、外出の際の気温差について注意喚起すべきかが今後の検討課題  不動産（貸事務所）  

飲料や塩飴、ファン付きウェアの支給、休憩時間の追加、クーラーの増設などに取り組んでいる   鉄鋼・非鉄・鉱業 

屋外作業なので対策にも限界があり、始業時間を早めるしかないと考えている  
建材・家具、窯業・

土石製品卸売  

6 月 1 日より熱中症対策が義務付けられることを社内に周知徹底した  機械・器具卸売  

7～9 月の外出をともなう営業活動を自粛している。昨年は WEB 打ち合わせで何とかなっていた  その他の卸売  

義務化になったことは知らなかったが、今からできることを行っていきたいと思う  
繊維・繊維製品・  

服飾品小売  

タクシー業であるが、通勤時や休憩時間に熱中症になる可能性もあるため、出勤時間の変更や勤務時

間の時短など、自分の体調に合わせた対策をしてもらっている  

運輸・倉庫 
（一般乗用旅客  

自動車運送）  

営業時間を１時間早くする  娯楽サービス  

熱中症対策マニュアルを作成し、高温・多湿の現場では定期的な休憩と水分補給を取るように指示。

熱中症になった場合は担当者より報告し、近隣の病院を受診することを規則化している  

メンテナンス・  

警備・検査 

現場へ出向いての外作業がメインのため、ここ数年、倒れるまではいかないものの毎年何名かは熱中

症で体調を崩している。会社も重篤事項と考えている  

医療・福祉・  

保健衛生  

屋外作業者に対し、エアコンを付けた 2～3 坪ハウスを設置した   リース・賃貸  

リモートワークの強化を積極的に推進することでリスクを抑える方向  広告関連  

数年前よりノーネクタイを社内標準とし、2025 年度より社員制服を廃止した  教育サービス  

調査先企業の属性  

 

 

 

  

中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。  

業界  大企業  中小企業（小規模企業含む）  小規模企業  

製造業その他の業界  
「資本金 3 億円を超える」かつ  

「従業員数 300 人を超える」  

「資本金 3 億円以下」または  

「従業員 300 人以下」  
「従業員 20 人以下」  

卸売業  
「資本金 1 億円を超える」かつ  

「従業員数 100 人を超える」  

「資本金１億円以下」または  

「従業員数 100 人以下」  
「従業員 5 人以下」  

小売業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ「従業員

50 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員 50 人以下」  
「従業員 5 人以下」  

サービス業  
「資本金 5 千万円を超える」かつ「従業員

100 人を超える」  

「資本金 5 千万円以下」または  

「従業員 100 人以下」  
「従業員 5 人以下」  

 

2.企業規模区分  

1.有効回答企業：1,568 社  

注 1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位 3％の企業を大企業として区分  

注 2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位 50％の企業を中小企業として区分  

注 3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB 産業分類（1,359 業種）によるランキング  

（社）

大企業 201 農・林・水産 20 北海道 65

中小企業 1367 金融 20 東北 119

うち小規模企業 551 建設 217 北関東 124

1,568 不動産 59 南関東 429

製造 357 北陸 81

卸売 333 東海 190

小売 126 近畿 243

運輸・倉庫 73 中国 114

サービス 355 四国 66

その他 8 九州 137

1,568 1,568

規
模

業
界

地
域

全体

全体 全体


